
函館市中小企業認定職業訓練補助要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は，職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号，

以下「法」という。）に基づく中小企業における認定職業訓練の実施

を促進奨励するため，認定職業訓練団体等に対して補助金を交付し，

職業人として有為な技能者の育成確保を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「認定職業訓練団体等（以下「訓練団体等」

という。）」とは，当該年度末現在法第２４条第１項の認定を受けて現

に訓練を実施しているもののうち，次の各号の一に該当するものをい

う。 

 (1) 中小企業事業主。 

 (2) 中小企業団体で中小企業事業主の占める割合が１００分の７０以

上のもの。 

(3) 法第３１条の規定により設立された職業訓練法人。 

 （補助の対象および金額） 

第３条 補助金は，訓練団体等の行う職業訓練に必要な経費のうち次の

各号に掲げる事業費について交付する。 

 (1) 集合して行う学科または実技を担当する職業訓練指導員および講

師の謝金または手当に要する経費。 

 (2) 集合して行う学科または実技の訓練を行う場合に必要な機械器具

等の設備に要する経費ならびに建物の借上げおよび維持に要する経

費。 

２ 補助金は，訓練団体等における当該年度末現在の在籍訓練生数に 

８，０００円を乗じて算出した額とする。 

３ 補助金の交付は，補助事業の遂行上必要があると認めるときは，概

算払いをすることができる。 

 （申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は，当該年度の５月３１日ま

でに申請書（別記第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の申請書に添える「事業計画書および収支予算書」は，別記第

３号様式とする。 

 （決定通知） 

第５条 市長は，前条の規定による申請書の提出があったときは，当該

申請書の内容を審査し，補助することが適当と認めるときは，決定通

知書（別記第４号様式）を申請者に交付する。 

 （変更承認） 

第６条 補助金の交付を受けた訓練団体等が次の各号の一に該当するに

至ったときは，市長の承認を受けなければならない。 

 (1) 交付決定の基礎となった在籍訓練生を２０パーセント以上変更し



ようとするとき。 

 (2) 補助事業を休止または廃止しようとするとき。 

 （実績報告） 

第７条 補助金の交付を受けた訓練団体等は，補助事業が終了したとき

は，すみやかに実績報告書（別記第５号様式）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の実績報告書に添える「北海道渡島総合振興局長の発行する現

に訓練を実施していることを証する書類および在籍訓練生数を証す

る書類」は，別記第２号様式とする。 

 （補助金額の確定） 

第８条 市長は，前条の規定による報告があった場合において，当該報

告にかかる書類を審査し，適当と認めるときは，補助金の額の確定を

行い，補助金額の確定通知書（別記第６号様式）により，当該報告を

した者に通知するものとする。 

 （決定の取消） 

第９条 市長は，次の各号の一に該当するときは，補助金の交付の決定

の全部または一部を取り消すことができる。 

 (1) 補助金の交付決定後生じた事情の変更により，補助事業の全部ま

たは一部を継続することができない場合。 

 (2) 補助金の交付決定を受けた訓練団体等が補助金の交付の決定の内

容またはこれに附した条件に違反した場合。 

第１０条 市長は，補助金の交付決定を取り消した場合は当該取り消し

に係る部分について，すでに補助金が交付されているときは，期限を

定めてその返還を命ずることができる。 

 （補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，函館市補助金

等交付規則（昭和６２年函館市規則第４３号）に定めるところによる。 

   附 則 

１ この要綱は，昭和４６年９月１日から施行する。 

２ 函館市中小企業認定職業訓練補助金交付要綱（昭和４０年１０月 21

日制定）は，廃止する。 

   附 則 

この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は，平成３０年４月１日から施行する。 

２ 改正後の函館市中小企業認定職業訓練補助要綱の規定は，平成３０

年４月１日以後に新たに補助の申請をする者について適用し，同日前

に補助の申請をした者については，なお従前の例による。 

   附 則 



この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 

 



別記第１号様式 

 

中小企業認定職業訓練補助金交付申請書 

 

年  月  日 

 

 函館市長 様 

 

住   所                

名   称                

代表者氏名                

 

 函館市中小企業認定職業訓練補助要綱に基づく  年度補助金の交付

を受けたいので，同要綱第４条第１項の規定により次のとおり申請しま

す。 

 

訓練施設の名称および 

長の氏名 
 

訓練職種  

訓練開始年月日 年  月  日 

訓練団体等の認定年月日 年  月  日 

訓練生所属事業所数 

（申請日現在） 
事業所 

在籍訓練生数 

（申請日現在） 
人 

交付申請補助金額 円 

 

添付書類 

 

１ 事業計画書および収支予算書 

 

 

 



別記第２号様式 

 

証    明    書 

 

                   年  月  日 

 

 北海道渡島総合振興局長 様 

 

住   所                

名   称                

代表者氏名                

 

 函館市中小企業認定職業訓練補助要綱に基づく   年度補助金交付

申請のため，下記のとおり訓練を実施していることを証明願います。 

記 

１ 訓練施設の名称 

２ 訓練職種 

３ 訓練開始年月日 

４ 訓練団体等の認定年月日 

５ 在席訓練生数（    年３月３１日現在）  
 

総  数 １年次生 ２年次生 ３年次生 摘  要 

人 人 人 人  

 

６．訓練生所属事業所数            事業所 

 

 

 

     上記のとおり相違ないことを証明する。 

 

 

        年  月  日 

 

 

                           北海道渡島総合振興局長          印



別記第３号様式 

 

事業計画書および収支予算書 

 

年  月  日 

      

住 所                         

職業訓練実施主体 名 称                         

代表者氏名                     

 

１．事業計画 

(1)事業の実施期間     年  月  日から  年  月  日まで 

(2)職業訓練生数 

 

職業訓練の種類および 

訓練課程（類別）ならびに

訓練科（訓練期間） 

職業訓練生数 
備 考 

総 数 １年次生 ２年次生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      合    計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                   （  ）内訓練生数は編入者数 



(3)訓練の教科および訓練時間 

教科の科目 
訓練時間 

備 考 
１年次生 ２年次生 ３年次生 

     系 

     科 

 

１．系基礎学科 
    

     小  計     

２．系基礎実技 
    

     小  計     

３．専攻学科 
    

     小  計     

４．専攻実技 
    

     小  計     

５．その他学科 

    

     小  計     

６．その他実技 

    

     小  計     

 学科合計     

 実技合計     

  合  計 
    

  （注）集合訓練施設において実施する実技については（ ）書きとす

ること。 



２．収支予算書 

（１）収  入                                      (単位 円) 

科   目 予算額 内 訳 

道運営費補助金   

函館市補助金   

建設教育訓練 

助成金 

  

訓  練  費    

団 体 助 成 金    

雑  収  入         

前年度繰越金      

   

合  計   

 

（２）支  出                                     (単位 円) 

科  目 予算額 内  訳 

１号経費   

指 導 員 手 当   

教務職員手当   

小計   

２号経費   

教 場 借 上 料   

光 熱 水 費   

小計   

３号経費   

教科書購入費   

教 材 費   

消 耗 品 費   

小計   

４号経費   

指導員研修費   

定着促進経費   

小計   

５号経費   

職 員 給 与   

福 利 厚 生 費   



旅 費 交 通 費   

通 信 連 絡 費   

負 担 金   

消 耗 品 費   

光 熱 水 費   

会 議 費   

資 料 作 成 費   

雑 費   

   

小計   

合 計   

収支差額   

 

補助対象経費           円 （１号経費＋２号経費） 

 



別記第４号様式 

年  月  日  
 

                                

様 

 

                   函館市長           

 

函館市中小企業認定職業訓練補助金交付決定通知書 

 

 函館市中小企業認定職業訓練補助要綱に基づき，  年  月  日

申請の補助金の交付については，下記のとおり決定したので，同要綱第

５条の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 補助金予定額       円 

２ 補助金交付の時期    

３ 付帯条件 

 (1) この通知に係る補助金の交付の決定の内容またはこれに付された

条件に不服があるときは，文書をもって当該補助金の交付の申請を

取り下げることができる。 

 (2) 次の場合には，速やかに市長に報告して，その承認または指示を

受けること。 

  ア 補助事業の内容の変更または経費の配分の変更（市長の定める

軽微な変更を除く。）をする場合。 

  イ 補助事業を中止し，または廃止する場合。 

  ウ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合または補助事業の遂

行が困難となった場合。 

  (3) この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要

が生じたときは，この決定の全部もしくは一部を取り消し，または

この決定の内容もしくはこれに付した条件を変更することがある。 

  (4) 補助事業の遂行にあたっては，この決定の内容およびこれに付し

た条件に従い，善良な管理者の注意をもってこれにあたること。 

  (5) 補助事業の遂行の状況に関し，必要に応じ，報告を求め，調査を

することがある。 

(6) 補助事業が完了したときは，速やかに函館市中小企業認定職業訓

練実績報告書に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(7) 次のいずれかに該当するときは，この補助金の交付の決定の全部 



 

または一部を取り消し，当該取り消しに係る部分に関し，すでに補

助金が交付されているときは，期限を定めて，その返還を命ずるこ

とがある。 

この場合，補助金の額の確定後においても同様とする。 

ア この補助金を他の用途に使用したとき。 

イ この補助金の交付の決定の内容またはこれに付した条件に違

反したとき。 

ウ 法令または函館市補助金等交付規則に基づく市長の措置に違

反したとき。 

エ 天災地変その他補助金の交付の決定後生じた事情変更により，

補助事業の全部または一部を継続する必要がなくなったとき。 

オ 虚偽の申請その他不正な行為があったとき。 

(8) 補助事業者は，この補助事業に関する帳簿および書類を備え，こ

れを整理しておくとともに，この補助事業等の完了の日の属する年

度の翌年度の初日から５年間保存しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第５号様式 

 

中小企業認定職業訓練実績報告書  

                                                               

         年  月  日 

    函館市長 様 

 

                              住 所  

                              名 称   

                              代表者氏名  

 

    年  月  日付けで中小企業認定職業訓練補助金の交付決定を

受けた補助事業の実績を下記のとおり報告いたします。 

 

記 

 

 １ 補助金額        円 

 ２ 補助の対象となった事業の実施期間 

     年  月  日から    年  月  日まで 

 ３ 職業訓練生数 

 

 

 

職業訓練の種類および 

訓練課程（類別）ならび

に訓練科（訓練期間） 

職業訓練生数 
修了者数 

総 数 １年次生 ２年次生 

普通職業訓練普通課程     

                    

                        

合   計                       

※ 補助金の算定基礎

となった職業訓練生数 

    

     

     

合   計     



４．訓練実施結果 

（注）集合訓練施設において実施した実技については（ ）書とすること。 

 

 

訓練の課程および

訓練科(訓練期間) 

教科の科目及び訓練時間 

備 考 教科の科目 

 

訓 練 時 間 

１年次生 ２年次生 

普 通 課 程 

 
 

系基礎学科 

  

  

   小 計 

系基礎実技 

  

 

   小 計 

専攻学科 

 

  

   小 計 

専攻実技 

  

  

   小 計 

その他学科 

  

  

   小 計 

その他実技 

  

   

   小 計 

     

 

 

 

 

 

学科合計 

実技合計   

  合 計 

    



（注）集合訓練施設において実施した実技については（ ）書とすること。 

 

 

 

訓練の課程および

訓練科(訓練期間) 

教科の科目及び訓練時間 

備 考 教科の科目 

 

訓 練 時 間 

１年次生 ２年次生 

普 通 課 程 

 

 

系基礎学科 

  

  

   小 計 

系基礎実技 

  

 

   小 計 

専攻学科 

 

  

   小 計 

専攻実技 

  

  

   小 計 

その他学科 

  

  

   小 計 

 

その他実技 

  

   

   小 計 

     

 

 

 

 

 

学科合計 

実技合計   

  合 計 

    



５．出 席 状 況 

 

  延訓練時間数（Ａ）   時間  延出席時間数（Ｂ）   時間 

 

 出席率（    ×１００）      ％ 

 

６．試験の実施結果 

 

７．収入、支出決算書 

 

（１）収  入                                    (単位 円) 

科   目 
予 算 額

(Ａ) 

決 算 額

(Ｂ) 

増 減 額 

(B-A) 
内 訳 

道運営費補助金     

函 館 市 補 助 金     

建設教育訓練 

助成金 

    

訓 練 費     

団 体 助 成 金     

雑 収 入     

前 年 度 繰 越 金     

     

合  計     

 

 

 

訓練課程、訓練科および 

類別（訓練期間） 

１ 年 次 生 ２ 年 次 生 

学  科 実  技 学  科 実  技 

普通職業訓練 普通課程     

       

             

     

Ａ 

Ｂ 



（２）支  出                                     (単位 円) 

科  目 予算額(A) 決算額(B) 増減額(A-B) 内  訳 

１号経費     

指 導 員 手 当     

教務職員手当     

小計     

２号経費     

教 場 借 上 料     

光 熱 水 費     

小計     

３号経費     

教科書購入費     

教 材 費     

消 耗 品 費     

小計     

４号経費     

指導員研修費     

定着促進経費     

小計     

５号経費     

職 員 給 与     

福 利 厚 生 費     

旅 費 交 通 費     

通 信 連 絡 費     

負 担 金     

消 耗 品 費     

光 熱 水 費     

会 議 費     

資 料 作 成 費     

雑 費     

     

小計     

合 計     

収支差額     

補助対象経費           円 （１号経費＋２号経費） 

 



別記第６号様式 

 

  年  月  日 

 

   様 

                   

                  函館市長         印 

              

函館市中小企業認定職業訓練補助金額の確定通知書 

 

              

 平成  年  月  日付けで実績報告のあった函館市中小企業認定

職業訓練補助金については，内容審査の結果，次のとおり補助金の額を

確定しましたので，函館市中小企業認定職業訓練補助要綱第８条の規定

に基づき通知します。 

 

記 

 

    補 助 金 の 額     金           円 

 


